
認可外保育施設向け幼児教育・保育の無償化説明会次第 

日時：８月２７日（火）１８時３０分～

                     会場；第４庁舎２階ホール

（１）幼児教育・保育の無償化の概要について  

（２）特定子ども・子育て支援施設等の確認及び施設等利用給付認定について 

（３）施設等利用費の請求について 

（４）その他   



配布資料

資料１ 幼児教育・保育の無償化について

資料２ 特定子ども・子育て支援施設等の確認について

資料３ 施設等利用費の請求の流れ 

資料４ 保育料の引上げと無償化に関する留意事項

参考  幼児教育・保育の無償化ＦＡＱ 
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確認　国の示した事務フロー
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支払　国の示した事務フロー　　参考１：認可保育園の場合　　
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支払　国の示した事務フロー    参考２：認可外保育施設 　　

償還払いとは・・・・
　①保護者はこれまで通り保育園に保育料を納入。
　②保育園は保護者に領収書を渡す。
　③保護者は領収書と申請書を川崎市に提出する。
　④川崎市は保護者に３万７千円を上限に支払う。
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参考：償還払い　国の示した事務フロー　
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支払　国の示した事務フロー　　法定代理受領：川崎認定保育園

法定代理受領のポイント
①保育園は月の保育料から３万７千円を差し引いた額を保護者から納入してもらう。
②保育園は３万７千円（×人数）を川崎市に毎月請求する。
③川崎市は請求された額を保育園に毎月支払う。
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法定代理受領　国の示した事務フロー

１２



無償

幼児教育・保育の無償化の主な例

３歳 ５歳

保育の必要性
の認定事由に
該当する子供

・共働き家庭

・シングルで働いて
いる家庭

など

利用

利用

利用

複数利用

幼稚園、
保育所、

認定こども園、
就学前障害児の発達支援

（幼稚園は月額２．５７万円まで）

（複数利用）

幼稚園の預かり保育
幼稚園の利用に加え、
月額1.13万円まで無償

認可外保育施設、
一時預かり事業など

幼稚園、
保育所、
認定こども園

就学前
障害児の
発達支援

ともに無償
（幼稚園は月額２．５７万円まで）

月額3.7万円まで無償

３歳 ５歳
上記以外

・専業主婦（夫）
家庭 など

利用

複数利用
ともに無償

無償

幼稚園、
認定こども園

（幼稚園は月額２．５７万円まで）

（幼稚園は月額２．５７万円まで）

幼稚園、認定こども園、
就学前障害児の発達支援

※ 住民税非課税世帯については、０歳から２歳までについても上記と同様の考え方
により無償化の対象となる（認可外保育施設の場合、月額４．２万円まで無償）。

（注１）幼稚園の預かり保育や認可外保育施設を利用している場合、無償化の対象となるためには、お
住いの市町村から「保育の必要性の認定」を受けることが必要。

（注２）認可外保育施設については、都道府県等に届出を行い、国が定める基準を満たすことが必要。
ただし、基準を満たしていない場合でも無償化の対象とする５年間の猶予期間を設ける。

（注３）例に記載はないが、地域型保育も対象。また、企業主導型保育事業（標準的な利用料）も対象。

＋

＋
就学前
障害児の
発達支援
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幼児教育・保育の無償化について 

令和元年８月２７日

川崎市こども未来局保育課

１ 幼児教育・保育の無償化とは 

急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な少子化対策を推進する一環として、

子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、国において、幼児期の教育及び保育を行う施設等の利用に関

する給付制度を創設するもので、その正式名称は「子育てのための施設等利用給付」といいます。

２ 幼児教育・保育の無償化に関する法令について 

子育てのための施設等利用給付制度は、子ども・子育て支援法の一部改正として位置付けられており、その施

行日は令和元年１０月１日です。

３ 子育てのための施設等利用給付制度の概要（子ども・子育て支援法第３０条の１１） 

この制度は、「市町村が、①の対象施設を②の支給要件を満たした子どもが利用した際に要する

費用を支給する」制度です。 

①の対象施設・・・子どものための教育・保育給付の対象外である幼稚園、特別支援学校の幼稚部、

        認可外保育施設、預かり保育事業、一時預かり事業、子育て援助活動支援事業で

あって、市町村の確認を受けたもの。

今般の「確認」を受けて、無償化の対象施設となります。提出されないと、無償化の対象

施設となりませんので、ご注意ください。 

②の支給要件・・・以下のいずれかに該当し、市町村の認定を受けた子ども。

・３歳から５歳まで（小学校就学前まで）の子ども。認可外保育施設を利用するためには、保育の必

要性の認定が必要。

・０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子どもであって、保育の必要性がある子ども

     子どもの在住する市町村で施設等利用給付認定を受けるので、川崎市在住の子どもを本市で認定する

こととなります。

以上のことから、１０月からの無償化実施にあたり、必要となる事務手続きは、以下のとおりです。

事務手続き 概要 時期

１ 特定子ども・子育て 

支援施設等の確認 

事業者は、川崎市に確認申請書類を提

出する

作成依頼済みです。

７月３１日（火）（認可外保育施設）

９月６日（金）（ベビーシッター）

までに提出。

川崎市は、提出された書類を確認する 提出後審査し、９月中に公示

２ 施設等利用給付認定 

保護者は、川崎市に給付認定書類を郵

送にて提出する。

３～５歳児は、申請書を家庭に郵

送します。０～２歳児は、川崎市

ホームページより申請書をダウン

ロードし、申請します。

川崎市は、市内在住児から提出された

書類を審査し、無償化給付の対象者と

して認定する。

３ 施設等利用費の請求 
施設を利用した際に要する費用を支給

する。

詳細は本説明会で説明しま

す。 
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４ 無償化の実施に関する対象施設の確認について（子ども・子育て支援法第５８条の２） 

川崎市が施設等利用給付の支給に係る施設であると確認した施設のことを「特定子ども・子育て支援施設」と

いいます。これは、児童福祉法に基づく認可外保育施設としての届出があることを前提として、子ども・子育て

支援法に基づく施設等利用給付を実施する観点から、給付対象となる事業者を確定することと、その施設が満た

すべき保育の質や運営基準を満たしていることを把握するとともに、必要に応じて調査等を行うことができるよ

うになります。

 また、今般の確認は施設所在地の市町村が行うものですが、他の市町村においても効力を有します。

（１）子ども・子育て支援施設に求める運営基準について 

 ◆保育の質の基準

   ⇒認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成１３年３月２９日厚生労働省通知）

 ◆施設で満たすべき運営基準

⇒川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準条例（改正予定）

予定されている内容

     ・保育を提供した日、時間帯、具体的な保育の内容の記録

     ・利用料や実費の徴収可能費目及び保護者への説明と同意

     ・領収証などの交付

     ・秘密保持

     ・職員、設備及び会計記録等の整備

    以上のことについて、本市条例を改正し、確認を受けた施設が満たすべき基準とする予定です。

（２）確認に関する事務手続きについて 

 ア 提出書類

提出書類 添付書類

１ 特定子ども・子育て支援施設等確認申請書

定款・寄付行為及び登記事項証明書

役員の氏名・生年月日・住所の一覧及び子ども・子

育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請を

できない者に該当しないことを誓約する書面（別添

様式 誓約書兼役員一覧）

２ 付表２ 認可外保育施設様式

認可外保育施設設置届及び変更届の写し

料金表及び利用案内・パンフレット

認可外保育施設指導監督基準を満たす証明書の写し

（個人のベビーシッターの方は該当ありません。）

職員の研修受講状況に関して、研修の修了証の写し

等の研修を受講・参加したことがわかる書類

（研修参加歴のない方は添付する必要はありませ

ん。）

    ※付表２の３ページ目については、ベビーシッター及び１日に保育する乳幼児の数が５人以下である

施設のみ対象となりますので、必ずご記入ください。

イ 提出方法

    郵送または持参
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 ウ 提出先

    川崎市こども未来局保育課保育支援係

    〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１番地

 エ 提出期日

    令和元年７月３１日（水）郵送の場合は当日消印有効（認可外保育施設）

令和元年９月６日（金）郵送の場合は当日消印有効（ベビシッター）

 オ 記載にあたっての注意

   提出書類については、もれなく記載し、確認申請書には押印（契約書に使用する代表者印）をすること。

５ 認可外の居宅訪問型保育事業者の資格・研修受講基準について 

   今般の無償化実施にあたり、子ども・子育て支援法施行規則が改正され、認可外の居宅訪問型保育事業に

かかる保育従事者に関する資格基準等が示されました。 

   ・職員の配置基準 原則１：１ 

   ・職員の資格要件 保育士、看護師、または一定の研修を受講した者 

   ・児童の処遇   保育の内容は、保育所保育指針に準じて行う。 

            食事提供を行う場合は、衛生面等に必要な注意を払うこと。 

            児童の健康管理・安全確保に必要な注意を払うこと。 

            利用者への情報提供を書面により掲示すること。 

            職員及び保育している児童の状況を明らかにする帳簿を整備すること。 

国が示している「一定の研修」とは・・・ 

   １ 地方自治体が実施する子育て支援員研修（地域保育コース） 

   ２ 全国保育サービス協会が実施する居宅訪問型研修 

   ３ 民間の居宅訪問型保育事業者の自社研修や民間研修事業者が実施する居宅訪問型保育研修であって、

１又は２と同等と認められる研修 

研修に関する川崎市の考え方 

   幼児教育・保育の無償化制度は、５年間の猶予期間中は基準に適合しない認可外の居宅訪問型保育事業も、

確認の届出がされれば無償化の対象施設となるというものです。しかし、５年間の猶予期間中に研修受講を

勧奨し、参加いただくことで、質の確保と向上を図っていくことといたします。詳細は決定次第お知らせい

たします。 

６ 無償化に関する今後の予定について 

時期 説明会等予定 内容 

８月末～ 対象児童の認定申請開始 

川崎市へ提出 

３～５歳児は川崎市から申請勧奨通知郵送 

０～２歳児は川崎市ホームページに掲載予

定。それぞれ記入し、川崎市へ各自郵送。 

８月２７日 認可外保育施設向け無償化説明会  

９月６日 園の確認申請書類提出期限（ベビーシッター） その他認可外保育施設は７月３１日まで 

９月中 無償化対象施設の公示 川崎市ホームページで公示予定 

９月下旬 市から対象児童に向けて認定通知書配布予

定 

８月に提出された認定申請に対する認定通

知等の配布。 
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　　年　　月　　日

（宛先）川崎市長

印

□ 法人

□ 学校法人 □ 社会福祉法人

□ 株式会社 □ ＮＰＯ法人 □ その他法人

□ 法人以外

□ 個人 □ 任意団体

〒　　　－　　　　

〒　　　－　　　　

□ 幼稚園

□ 認可外保育施設

□ 預かり保育事業（在園児を対象）

□ 一時預かり事業（在園児以外を対象）

□ 病児保育事業

□ 子育て援助活動支援事業

※　設置者又は事業者が株式会社、各種法人又は任意団体の場合は、社名、法人名又は団体名を記入してください。

施設又は事業
の　 種　 類

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書

　子ども・子育て支援法に規定する特定子ども・子育て支援施設等に係る確認を受けたいので、次のとおり関係書
類を添えて申請します。

氏　　　名
（又は名称）

代表者氏名

所 在 地

申 請 者

設

置

者

・

事

業

者
フリガナ

付表３

付表４

付表５

種　　　類 添付様式

付表１

付表２

代 表 者 の
職 名 及 び 氏 名

代表者の生年月日

事業開始（予定）年月日

職
名

　　　　年　　　月　　　日

　　　　年　　　月　　　日

代 表 者 の 住 所

氏名

主たる事務所の
所在地及び連絡先

メールアドレス

法 人 等 の 種 別

設置者又は事業者
の 名 称

電 話 番 号 ＦＡＸ番号
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（付表２　認可外保育施設）

１．届出等に関する事項

認可外保育施設指導監督基準を満たす証明書の交付の有無 □ 有 □ 無

認可外保育施設指導監督基準を満たす予定の年月日※

※認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書が交付されていない施設のみ記入してください

２．施設に関する事項

□ 児童福祉法第６条の３第１１項の規定による業務を目的とする施設以外

□ 児童福祉法第６条の３第１１項の規定による業務を目的とする施設

〒　　　－　　　　

３．運営に関する事項

　（１）開所時間・保育提供可能時間

～ ～

～ ～

～ ～
※２４時間表記で記入してください。

　（２）提供するサービス内容

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月

□ 歳 ケ月～ 歳 ケ月
※１歳未満児の場合のみ、月齢まで記入してください。

　（３）利用料金等

※歳児により料金が異なる場合
は、料金がわかるものを別途添
付して下さい。

食事代 通 園 送 迎 費 （ ） （ ）

保育料
以外の利用料

総額
入 会 金 キャンセル料 日用品費・文房具費 行 事 参 加 費

５ 歳 児

４ 歳 児

３ 歳 児

２ 歳 児

１ 歳 児

０ 歳 児

保育料

月極額 定期契約 一時預かり 夜間保育 ２４時間保育

その他 （　　　　　　　　　　　）

夜間保育

24時間保育

定期利用

一時預かり

提供するサービス種別 対象年齢※

月極契約

日・祝祭日

土 曜 日

平 日

昭和
平成 　　年　　月　　日

通常開所時間/通常保育提供可能時間 時間外開所時間/時間外保育提供可能時間 備考

管 理 者
職名

フリガナ

氏名

住所
生年
月日

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

児童福祉法第５９条の２第１項の規定による届出を行った年月日 　　　　年　　月　　日

事業開始（予定）年月日 　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

施設の種類
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　（４）入所定員

　（５）職員の配置

①施設長 □ 常勤 □ 非常勤

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[保育業務への従事] □ 従事する（資格欄にも記入してください） □ 従事しない

□ 保育士 □ 看護師 □ 准看護師 □ その他 （　　　　　　　　）

②保育従事者

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

③その他の職員

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

④合計（①＋②＋③）

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

合計 0人 0人 0人 

その他 （ ） 0人 

その他 （ ） 0人 

調理員 0人 

その他 （ ） 0人 

准看護師 0人 

家庭的保育者 0人 

保育士 0人 

看護師 0人 

総 数  0人　 

(0人） 

職 種 常勤 非常勤 合計

合計 0人 0人 0人 

常 勤  0人　 非常勤  0人　 

その他 （ ） 0人 

その他 （ ） 0人 

調理員 0人 

その他 （ ） 0人 

(0人） 

職 種 常勤 非常勤 合計

常 勤  0人　 非常勤  0人　 総 数  0人　 

その他 （ ） 0人 

合計 0人 0人 0人 

准看護師 0人 

家庭的保育者 0人 

保育士 0人 

看護師 0人 

(0人） 

職 種 常勤 非常勤 合計

[資格]

常 勤  0人　 非常勤  0人　 総 数  0人　 

合計

0人 

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児
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　（６）職員の研修受講状況

うち、研修受講の有無

□ 参加（研修名等：　　年　  月　　　　　　　　　参加者数　　　名）

□ 無

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット

　　（研修名等：　　年　  月　　　　　　　　　参加者数　　　名）

　  （研修名等：　　年　　月　　　　　　　　　参加者数　　　名）

１　児童福祉法第５９条の２の規定により届け出た認可外保育施設設置届及び変更届の写し
　　（上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない）

３　認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し又は基準への適合（見込み）状況を説明
　する書類

４　職員の研修受講状況に関して、研修の修了証の写し等の研修を受講したことや参加したことが分かる書類

　居宅訪問型保育研修（基礎研修）　　   　 　 人

　子育て支援員研修（地域保育コース）　　　   人

　子育て支援員研修（上記以外）　　　　　　 　人

　家庭的保育者等研修　　　　　　　　　 　　　人

　その他（　　　　　　　　　　　　　　）　　 人

②職員の研修等の参加状況

　 ※ 児童福祉法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設及び１日に保育する乳幼児の数
      が５人以下である施設は必ず記入のこと

①施設に在籍している保育従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

"8"



印

印

印

印

印

印

印

役職名 氏名（フリガナ） 性別
生年月日
（元号）

現住所

備考

子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請できない者に該当しないことの誓約書兼
役員一覧

(宛先)川崎市長

　子ども・子育て支援法第５８条の１０第２項に規定する申請できない者に該当しないことを
誓約します。

※法人の場合は各役員等全員、個人事業主は本人の記名押印（個人印）又は署名が
　必要となります。

商号又は名称

代表者

所在地

役
員
等

"9"





認
定
子
ど
も
・
保
護
者

川
崎
市

認
可
外
保
育
施
設

病
児
保
育
事
業

利用料 請求 支払

発行

領収書 提供証明書 発行

領収書
（任意様式可）

提供証明書

請求

償還払い

提供証明書

領収書

施設等利用費
請求書

償還払 用 様式   施設等利用費 請求（四半期  ）
（他 子   子育 支援施設等 利用分     請求）

支払事務
支払実績登録
月額上限管理
（教育・保育給付
認定の3号認定
子どもは非課税世
帯であることの確
認が必要）

施設等利用費 支払

保護者から提出され
た『請求書』や『提供
証明書』に記載誤り
がある場合や疑義が
ある場合は、川崎市
より問合せがあります。

別添「特定子ども・子育て支援提供証明
書」

別添「特定子ども・子育て支援の提供に係る
領収書 

別添 施設等利用費請求書（償還払 用） 

認可外保育施設 病児保育事業 施設等利用費 保護者 請求  場合 流

請求

支払

毎月 施設 事業者  保育料等 児童 保護者 請求    保護者  施設 事業者 保育料等 支払   。
毎月 施設 事業者  保育料等 徴収  際  保育料（利用料）     他日用品代 文房具代 行事参加費（遠足代 体操教室代 英語教室代等） 食材費 通園
送迎費 制服代 絵本代等 合計      記入   特定子   子育 支援 提供 係 領収書  保育料（利用料） 提供日数等 記入   特定子   子育 支援提供
証明書』を保護者に渡します。
３ 月毎 保護者 3 月分 複数施設分      施設等利用費請求書(償還払 用）    川崎市 施設等利用費 請求 行 。この時、施設や事業者から渡された
領収書   提供証明書  請求 妥当性 示 根拠資料 。
川崎市   保護者   請求       審査 行  施設等利用費 支払  決定      時  領収書   提供証明書  記載 誤    場合 疑義   場合  
施設 事業者 事実確認 行 領収書   提供証明書  記載内容 対  指導 受  場合  施設 事業者  領収書   提供証明書  作成 直   正  
領収書   提供証明書  市民 渡    保護者 正   領収書   提供証明書     請求   直    
請求 妥当性 月額上限額 超      等 審査 経  保護者 施設等利用費 支払    。

認定子どもとは
利用前 新2号
や新3号の施設
等利用給付認
定の決定等を受
けた子どものこと
をいいます。
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年　　　月　　　日

様

ただし、特定子ども・子育て支援利用料（　　　年　　　月分）として

印

円 (下記①の金額)

円 ①

円

※ベビーシッターやファミサポについて、送迎のみの利用は対象外

【施設利用料の内訳】

当該月分の施設利用料(保育料)として

【施設利用料以外の領収金額】

日用品、文房具、行事参加費、飲食物費、通園送迎費等として

園 長 氏 名

施設利用料の領収金額

施 設 名 称

施 設 所 在 地

特定子ども・子育て支援の提供に係る領収証

預かり保育事業・認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育・子育て援助活動支援事業の施設利用料

納 入 者

①【施設利用料】
幼児教育・保育の無償化の対象となる利用料と
は「日用品、文房具、行事参加費、飲食物費、
通園送迎費等」を除いた金額になります。

①

①

②

※同金額を記入して下さい。施設
利用料以外は含めないでください

"2"
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(以下の記載は、「支援の内容」、「提供した日（提供日数）」、「提供時間帯」、「費用」がわかる書類の添付をもって替えることも可能）

□ 日 日 ～ 円

日 日 ～ 円

□ 日 日 ～ 円

□ 日 日 ～ 円

□ 日 日 ～ 円

□ 日 日 ～ 円

※１　提供日数は、預かり保育事業のみ記載。 ※２　提供時間帯は、標準的な利用時間帯の記入でも可。 ※３　費用は施設利用料の額を記入。

　　　年　　　月　　　日 園長氏名

　上記のとおり認定子どもに対し、特定子ども・子育て支援を提供したことを
証明します。

施設名称

施設所在地

：

子育て援助活動支援事業 ～ ： ：

病児保育事業 ～ ：

：

一時預かり事業　　 ～ ：

預かり保育事業 ～ ：

：

認可外保育施設　　① ② ～ ③： ： ④

幼児教育(認定こども園・幼稚園・特別支援学校) ～ ：

特定子ども・子育て支援の内容
注）□にレを記入

提供した日（提供日数※１） 提 供 時 間 帯 ※ ２ 費用※３

特定子ども・子育て支援提供証明書

【令和　　年　　月分】

保護者の名
前

フリガナ
認定子ども
との続柄

こども
の名前

フリガナ

氏　名 氏　名

② 極利 の場合は１  ３１ など利 期間を記載してください。
一時的な利用の場合、利用日の記載には１・２・３・１１・１２日などと記入あるいは
別紙のとおりでも可となります。

①認可外保育施設の場合は、こちらの枠内の記
入になります。（一時的な利用も含む）

③標準的な利用時間の記載でかまいません。
例）８時 １８時の利 契約になっている

が、日により、１，２時間預かり時間が変わ
る場合も「８時 １８時」と記載してくださ

④利用料
※「日用品、文房具、行事参
加費、飲食物費、通園送迎費
等」を除いた金額です。

※月極利用などで月末等に渡せる場合には、1か月単位、一時的な利用
の場合で、継続的な利用予定がない方には利用日に渡すなど、利用状
況に合わせて柔軟に対応いただけるようお願いします。
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（宛先）川崎市長

実際に利用していることを川崎市が対象施設に確認すること。

利用料の支払い状況を川崎市が対象施設に確認すること。

課税状況を川崎市が確認すること。

3．償還払いの振込先を記入して下さい(※1)
□ 普通 □ 当座

□ 時間額 円

＜裏面 記入  下  ＞

電話：

契約している利用料※2 □ 月額 円 □ 日額

円

③

フ リ ガ ナ

所 在 地

〒

施 設 ・
事 業 名

日額 円 □ 時間額契約している利用料※2 □ 月額 円 □

②

円

施 設 ・
事 業 名 電話：

円 □ 時間額 円

フ リ ガ ナ

所 在 地

〒

①

フ リ ガ ナ

所 在 地

〒

施 設 ・
事 業 名 電話：

契約している利用料※2 □ 月額 円 □ 日額

農協・信用組合 出張所 口座名義(カタカナ)

金融機関名 預 金 種 目

銀行・信用金庫 支店 口 座 番 号

上記で転入または転出に該当した場合は転入・転出日を記入

現住所のとおり □ 転入した □ 転出した

日年 月

確認すること。

２．

３．

４．

印

※償還払いの場合の振込先は申請者名義の口座です 電話：

月 日

現
住
所

フリガナ

子ども
との
続柄氏 名

【　　　年　月～　　　年　月分請求用】

　私は、子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定に基づき、施設等利用費の給付について、下記
の通り請求しますので、指定する償還払いの振込先口座に振り込んで下さい。
　なお、施設等利用費の審査にあたり、次の事項に同意します。

請求日 年 月 日

施設等利用費請求書（償還払い用）
認可外保育施設・一時預かり事業・病児保育・子育て援助活動支援事業の施設等利用費

１． 申請者と認定子どもが、川崎市内に居住していることを川崎市が住民基本台帳で

2．子ども(２人以上お子さんがいる場合などは、2枚以上申請して下さい)

1．保護者氏名(請求者)
生年月日 年

４．利用  認可外保育施設 一時預  事業 病児保育       記入（複数記入可）

生年月日 年 月 日 フ リ ガ ナ

認 定 番 号

　　年　月　日～　　年　月　日の間の住所
氏 名

□
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※4 利用料の設定が月単位を超える（四半期、前期・後期など）場合は、当該利用料を当該期間の月数で除して、利用料の
月額相当分を算定して下さい。（10円未満の端数がある場合は切り捨て）

※5 月額上限額は、施設等利用給付3～5歳児の場合は月額37,000円、0～2歳児の場合は42,000円です。
月途中で認定期間が終了する又は開始される場合か、市町村間の転出入の場合、月額限度額は次の通りとなります。
・月途中で認定期間が終了する場合、
　または別の市町村へ転出する場合の限度額：37,000(42,000)円× 転出日までの日数÷その月の日数
・月途中で認定期間が開始される場合、
　または別の市町村から転入した場合の限度額：37,000(42,000)円× 転入先での認定日からの日数÷その月の日数

　　　年　月 円 円

※3 上記で記入した利用料の合計額を支払ったことを証明する書類（施設からの領収証等）と特定子ども・子育て支援提供
証明書をすべて添付して下さい。
また、子育て援助活動支援事業を利用した場合は、援助を行う会員が発行した活動報告書も添付して下さい。

円 円 円

円 円 円

円 円 円

　　　年　月 円 円

　　　年　月 円 円

  ※① ④ 書 切   数 施設 事業 利用  場合  余白等 記載  下   
※2 該当箇所にレを記入し金額を記入して下さい。利用料の設定が月単位を超える(四半期、前期・後期等)場合は、当該利

用料を当該期間の月数で除して、当該利用料の月額相当分を算定し、月額欄の□にレを記入し、算定した月額相当分を

記入して下さい。

5．認可外保育施設 一時預  事業 病児保育       施設等利用費 償還払 請求 内訳 記入

利用年月日

認可外保育施設
に支払った
月額利用料
(保育料)

(a) ※3 ※4

一時預かり事業・病
児保育・子育て援助
活動支援事業に支
払った月額合計利用

料
(b) ※3

支払額合計
(c=a+b)

月額上限額
(d)

請求額
(cとdを比較して

小さい方)

④

フ リ ガ ナ

契約している利用料※2 □ 月額 円 □ 日額 円

所 在 地

〒

施 設 ・
事 業 名 電話：

□ 時間額 円
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 ３１川 こ 保 第   号  

令 和 元 年  月  日

認可外保育施設 設置者 様 

川崎市こども未来局  

子育て推進部保育課長  

保育料の引上げと無償化に関する留意事項（通知） 

 時下、ますます御健勝のこととお喜び申し上げます。 

日頃から本市の保育行政に御理解・御協力をいただき、ありがとうございます。 

さて、令和元年１０月から実施されます幼児教育・保育の無償化に伴い、国において

は、その対象範囲を検討するため「幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の対

象範囲等に関する検討会」を開催し、昨年５月に報告書が発表されたところです。 

この報告書では、「今般の無償化を契機として、質の向上を伴わない理由のない保育料

の引上げが行われることにより、結果として国等の財政負担により事業者の利益を賄うこ

とにならないようにすべきである。」という文言が盛り込まれています。 

つきましては、各施設におかれましては、保育内容の充実（例：人員増、優秀な職員の

確保、施設設備や遊具等の備品の充実等）を伴わない保育料の引上げを行わないよう、十

分な御配慮をお願いいたします。 

なお、従前のとおり、保育料の引上げを行う際には、引上げ理由及びその算出根拠等を

保護者に十分説明し、同意を得られた上で行っていただけますようお願いいたします。 

（保育支援係担当）    

電話：０４４－２００－３１２８ 

mail：45hoiku@city.kawasaki.jp
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No. 事項 質問 回答

1 無償化の開始時期
幼児教育・保育の無償化はいつから始まり
ますか。

令和元年１０月１日からです。

2 無償化の対象者 すべての子どもが対象ですか。
川崎市から保育の必要性の認定を受けた（新２号認定）を受けた３歳児～５歳児の全ての子どもと、
保育の必要性の認定を受け、かつ、市民税非課税世帯の０歳児～２歳児帯の子どもが対象です。

3 無償化の対象園
認可外保育施設（ベビーシッター含む）であ
れば全ての園が対象になりますか。

「確認申請」を提出していただいた施設が対象となります。

4 無償化の対象経費
無償化対象の場合、まったくお金はかから
なくなるのですか。

無償化の対象となるのは、利用料（保育料）です。
入園金や、実費として徴収されている通園送迎費、食材料費（給食費）や行事費などは無償化の対
象外です。

5 無償化の補助額
１０月からの補助制度は、所得額（収入額）
に応じて、補助額が変わりますか？

３歳児から５歳児は所得に関わらず月額37,000円を上限とした補助が受けられます。
０歳児から２歳児は市民税非課税世帯であれば42,000円を上限とした補助が受けられます。

6 領収書の発行
領収書は全員に発行しなくてはならないか。
保護者と園で発行不要な旨確認がとれてい
る場合も発行しなければなりませんか。

領収書を求める趣旨として、施設等利用給付認定対象者に対して、本市からの償還払いを行うこと
に目的があることから、施設等利用給付認定対象者ではない保護者が同意しているようであれば発
行は不要です。そのため、今年度においては、施設で対象者を判別することは困難だと思われるこ
とから、利用者にお渡ししていただく必要があると考えております。来年度以降については、施設に
おいて、保護者が利用開始するタイミングで、施設等利用給付認定通知書を一緒に提出し、施設等
利用給付認定の対象者かどうかを判別し、対象者若しくは希望者のみお渡ししていただけるケース
が増えることが想定されますので、対象者もしくは希望者以外は、保護者が同意しているようであれ
ば発行は不要です。

7 領収書の発行日

利用料等を口座振替で行っている。
この場合にも領収書を発行する必要がある
と思われるが、発行日はいつにすればよい
でしょうか。

領収書の発行日については、基本的には、金額支払いが確認できた日となります。そのため、現金
払いであれば当日となり、口座振込であれば施設等の口座に振り込みがなされた日となります。

8 領収書の様式
領収書については、従前より使用している園
独自のものでよいでしょうか。

『①タイトル＝領収書とわかること』、『②日付があること』、『③利用料と利用料以外で分かれている
金額の記載があること』、『④宛名＝保護者やこどもの名前があること』『⑤発行者（＝利用した園）
がわかること』の５つが網羅されていれば従前より使用している園独自のものでも可能です。

認可外保育施設向けFAQ　(R1.8.27)
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9
キャンセル料の取扱
い

キャンセル料が発生した場合、例えば、当該
施設の場合には、当日キャンセルは利用料
を徴収するようにしている。この場合は、提
供証明書に記載する金額は、キャンセル料
を含めてよいでしょうか。

提供証明書に記載する金額は、実利用日数に基づく金額である必要があるため、キャンセル料は
含めないようにお願いします。即ち保護者は実際に利用した施設の利用料を市町村に請求すること
となり、キャンセル料や実費徴収などの対象外経費は請求できないため、提供証明書にはキャンセ
ル料を含めず、実際に利用した施設利用料のみ記載願います。

10
提供証明書を渡せ
ない場合

突然の退園等、提供証明書を渡せない場合
はどうしたらよいでしょうか。

提供証明書は、保護者が市町村に利用料を請求するにあたって、必要な書類となりますので、基本
的には施設の方で利用料等の未収納がない限り特別何かしていただく必要はございません。仮に
保護者より提供証明書等のご相談が施設の方にありましたら、お忙しいとは思いますが、できる限り
ご対応をお願いします。

11
保護者の請求の流
れ

保護者は四半期毎に市へ請求となっている
が、具体的にはどのようになるのでしょう
か。

保護者が利用料を償還払いで請求するため、川崎市に請求いただくのは、10-12月を1月に請求、
1-3月を4月に請求、4-6月を7月に請求、7-9月を10月に請求となります。基本的には、10月のみの
利用であっても、1月に請求していただく予定となっております。なお、今後の保護者への周知につ
いては、チラシやＨＰなどで行っていく予定です。

12
保護者が請求する
自治体

横浜市民が、利用した場合どうなるか。 利用者は、居住自治体に原則として請求することとなります。例えば、横浜市民の方が本市認可外
保育施設を利用した場合の請求先は横浜市となります。

13
保護者の市町村に
対する請求期限

保護者は、いつまで市町村に請求できる
か。

子ども・子育て支援法78条において、２年間請求できる権利があります。ただし、基本的には、四半
期ごとに請求を行っていただく予定です。
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